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目標とする知的財産人材教育

弁理士 飯田昭夫

資料６



2

法律の知識と実務能力を中心に据えた知的財産人材育成

法律の知識と実務能力

経営系

経営戦略に必要な
知識

技術系

最低限の技術系知識

国際化に対応できる知識
職業人に求められる倫理

発展

リーガルマインドをベースにした知財専門法律＋技術・経営能力

現在主流の理工系からのアプローチでなく法律系からのアプローチ

基礎専門分野は法律系・理工系・経営系を問わない：ポスドク歓迎

社会科学と自然科学を結びつけて思考する法的構想力を備えた専門家
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カリキュラムの具体例
（国士舘大学大学院総合知的財産法学研究科）

基幹科目
特許法・実用新案法

著作権法・外国著作権法
意匠商標法・不正競争防止法
憲法・民法・民訴法・商法・行政法

国際私法・国際取引法・租税法・仲裁法
英米私法・企業犯罪法・情報保護法

経営系科目

知財管理実務論・経営戦略論
企業ブランド論・知財評価論
経営情報論・経営財務論

ベンチャー企業論・産学連携論
国際経営論

技術系科目

機械工学概論・工学概論
電気・電子工学概論
建築工学概論・製図法
特許等出願実務
国際標準化戦略論

発展科目

国際知的財産権法（条約含む）・知的財産法特論・職業倫理
知的財産紛争処理法論・アジア知的財産権制度論・知財英語

デジタルコンテンツ法・情報通信法・国際標準化と法

工学部・大学院
政経学部・大学院

法学部・大学院

特許事務所等での
エクスターンシップ

赤字が弁理士試験用 原則1年次配当

明細書作成等

特許文献調査含む

商標調査
含む
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知財活動を一貫して管理運用できるマネジメント能力を有する専門家

知財マネジメント
国際知財戦略・出願

知財専門大学院

法科大学院
訴訟一般実務

保護
↑
利用
活用

保護
↑
利用
活用
↑
権利
↑
創生

弁
護
士

理工系

弁
理
士

知財訴訟
知財法務・知財経営
知財マーケティング

ライセンシング・ビジネス
産学連携論

弁理士側の知的専門家の育成

実務家と研究者へのアプローチ法律系からのアプローチ

法律系

総合知的財産法学研究科 4


